
■石川県国際交流協会

野山 後でディスカッションのときに質問などをしたいと思います。引き続き石

川県の動きについて今井さんからお話をお聞きします。

今井　武 石川県国際交流協会専任講師の今井です。石川県

の日本語教育の流れと現状について簡単にご説明したいと思

います。まず石川県の外国人登録者数ですが、2006 年度末

で 1万人を超え、推定人口比 0.90 ％となります。このよう

に全国の平均に比べても決して外国人の比率は高くはないと

ころですが、日本語教育には、かなり長い歴史があります。

石川県、特に金沢市の日本語教育は、民間から行政へ運営

の主体が移っていったことがひとつの特徴です。1977 年度

に市民団体の「金沢を世界へひらく市民の会」が設立され、

在住外国人のための日本語教室が開講されました。81年度

に石川県教育委員会所管の石川県社会教育センターで日本語教師の養成講座がす

でに始まっています。この社会教育センターで始まった日本語教室および日本語

教員養成講座は、現在は私が所属する財団法人石川県国際交流協会に引き継がれ

ています。また、87年度には、同じ社会教育センターでロンドン大学の学生の

ホームステイ、日本語研修のプログラムが始まっています。このプログラムも現

在は対象機関を広げて続いており、これについては後ほど詳しくご説明します。

90年度になりますと、現在の「石川県日本語講師会」という民間団体が、石川

県の能登半島にある七尾市で日本語教員の養成講座を開催しています。91年度

には同会が無料で「仲良し子供クラス」という子ども向けのクラスを開講し、そ

のクラスは、93年度には金沢市立野町小学校に移籍されています。92年度に社

会教育センター内の国際交流文化センターを引き継ぎ、財団法人石川県国際交流

協会が発足します。2000年度に、同協会内に日本語教育を担当する部門として

石川県日本語・日本文化研修センターが開設されました。

◆ 国際観光も視野に入れて　

その石川県日本語・日本文化研修センターの主な日本語教育関連業務は、4つ

に分けることができます。1番目は地域の人のための日本語教室です。これは7

レベルあります。クラス授業ですと週に2回、1回 1時間半、年間延べで200人

ぐらい学習者がいますので、かなり大きなものになっております。これも 77年
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ンターであるとか、あるいは松山市の国際交流センターであるとか、各企業、そ

ういうようなところが非常に熱心に支援してくれたということ、そして周りに愛

媛大学、松山大学、東雲女子大学という大学がそろっており、そこの日本語指導

の先生方との連携、あるいは JASLから育ちまして大学の方で教えることができ

るようになるとかというふうに、この三位一体の連携が続いているということが

発展の要因のひとつかと思います。

また、運営方法はこの会則にのっとった民主的な合議制であるということが大

きいと思います。個人の意識としては勉強したい、非常に勉強意識が高いボラン

ティアがそろっており、「何でそんなにたたかれてもたたかれても模擬レッスン

をするの」と聞きましたら、「やはり外国人の前で恥をかかないために私は勉強

する」とか言うような人もおりまして、現在最高齢の75、6歳の方も現役とし

て毎週指導したりします。現在、ホームページ（http://www7.ocn.ne.jp/̃e-jasl/ ）

も作成しております。

主な活動といたしましては、日本語のプライベートレッスン。これは外国人の

要望に応じて空いている時間にそれぞれプライベートで赴きます。会場はほとん

ど県国際交流センターなので、使用料はいりません。県国際交流センターがいっ

ぱいのときは、松山市国際交流センターも使わせていただくことができます。そ

れから愛媛県から委託を受け、国際交流センター主催の日本語集中講座をやって

います。また、海外技術研修員の日本語講座も1カ月ほど担当しまして、それか

ら中国人技術研修生、それはだいたい外国人の JITCO＝財団法人国際研修協力

機構（研修・技能実習制度）＝のプログラムのひとつですが、こちらの方も随時

担当しています。自主勉強会も開いています。会員が毎週月、火、金曜日あるい

は隔週の土曜日に集まり、指導の仕方についての検討会をしています。それから

講師を招いての研修会、これは大きな会ですが、年に1回から2回開催していま

す。また、県国際交流センター主催の日本語集中講座に向けてのオリジナルのテ

キストを作成しました。松山市に関係のあるような語彙を入れたテキストにして

います。そのほか日本語教育に関するすべての活動をやっています。勉強会では、

皆会員で模擬レッスンをして、できるだけ絵カードを用いたり、媒介語を使わな

い日本語だけによる日本語教育の指導の練習をしています。

「えひめ JASL」は、精神はボランティア、だけれども授業はプロで、そして学

習者とそれから教師とは「お互いが学び合う同士」ということを合言葉にしてお

ります。
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うに、石川県の伝統的な文化を研修させます。そして年間200人来る研修生は全

員ホームステイをします。金沢市を中心にホストファミリーとして約350家庭が

登録しています。

この IJSP の費用ですけれども、県が日本語授業料の 3分の 2 を補助します。

ですから学生は3分の1のみ支払います。それから、通学費などのために奨励金

2万 5,000 円から 5万円が学生に支給されます。文化研修、金箔の研修費用など

も県が補助をします。ホストファミリーが朝ご飯と夕飯を提供しますので、研修

生は授業料の3分の1以外に行き帰りの飛行機代、それからお昼代、あとはお小

遣いぐらいを負担すればいいという状況です。

受け入れグループの概要ですが、主に欧米の大学が中心になっています（下表

参照）。例えばプリンストン・イン・イシカワ。これは主にアメリカの東海岸の

大学、プリンストン、イェール、ハーバードなどが中心になったプログラムです。
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度発足の日本語教室が形、所属を変えなが

らずっと続いてきているものです。受講料

は 4週間 8 回の授業で 1人 5,000 円です。

教えている教員にも給料が支払われていま

す。ほかにプライベートやセミプライベー

トの授業もございます。2つ目に、日本語

教員の養成を目的とした「日本語教育基礎

講座」、3つ目に、主に現職の日本語の先

生を対象にした「日本語教育研修講座」が

あります。それから4つ目として、全国の

都道府県の取り組みとしては珍しいと思い

ますが、「石川ジャパニーズ・スタディー

ズ・プログラム（ IJSP）」というプログラ

ムがあります。これは海外の大学生を石川

県に招いて、ホームステイをしながら日本

語と日本文化を研修させようというもので

す。これについては後ほど詳しく説明いたします。

石川県では05年に、10年後を見据えた「石川県国際化戦略プラン」という大き

な目標を掲げました。基本方針は2つあり、ひとつ目は交流人口の拡大、この交

流人口というのは多文化共生に関することだけではなくて、観光客を呼び込もう

ということもそこに含まれています。また、IJSPの学生が現在年間200人来てい

ますけれども、それを倍増させる計画があります。2つ目は多文化が共生する交

流社会づくり、これは例えば外国人との共生・交流社会づくりのための研究会を

県庁内に設置して、ここで勉強会というものも始まっています。今後多文化共生

に関する事業を考えていく上では、IJSPなど従来からの日本語教育関連の事業と

の両立や、国際観光事業との関連を考慮に入れていかなければならない状況です。

次に石川県国際交流協会の組織と事業についてご説明します。設立は 92年で

すので、石川県の日本語教育の歴史から比べれば非常にまだ新しい協会です。職

員数は23人で、県職員は8人です。

先ほど日本語事業で 4つあると申し上げましたけれども、そのうちの IJSPに

ついてもう少し詳しく説明します。プログラムは、日本語研修、日本文化の体験、

ホームステイから成ります。研修生は、午前中に3時間の日本語研修を受けます。

午後は週にだいたい2つか3つ文化研修があります。金箔や座禅、陶芸などのよ
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は、だんだん日本人が減っていくのに対して、2050 年には

外国人は今の2万人から7万人まで増えると予測しておりま

す。今、外国人が占める割合は全体の 3.3 ％ですけれども、

13 ％にまで増えると予測しております。こうなりますと、

お隣は外国人というのは当たり前の状況になってきます。こ

ういう状況の中で自治体や地域に求められるのは、外国人も

地域を支え合う同じ構成員であるという認識です。

足立区は、04年に「足立区新基本構想」を策定いたしま

した。その経緯ですが、区民の手で新しい基本構想をつくろ

うということで、「新基本構想策定区民委員会」を設置いた

しました。これらのグループというのは9つのグループからなっています。小・

中学生、高校・大学生、勤め人、自営業者、子育て中の親、要介護者を家族に持

つ人、高齢者、外国人、団塊の世代、です。この9つのグループの中に外国人の

グループが入ったというのは非常に大きなことです。その外国の方々からいろい

ろな提案がなされました。外国人の政治行政への参加を拡大しよう、差別を禁止

する条例をつくろう、外国人就労、定着を区として応援してほしいなど、さまざ

まな提案がなされました。「足立区新基本構想」ができて、これを受け当係が05

年に「足立区多文化共生推進計画策定懇談会」を開催いたしました。メンバーは

公募区民、学識経験者、関係団体の代表、外国人、あと職員です。

幸いなことに、この懇談会の委員長に同じ時期に総務省で多文化共生に関する

審議会の委員長であります教授をお迎えできましたので、タイムリーに国の情報

が入ってまいりました。その後中間案を発表し、パブリックコメントを実施しま

した。庁内会議、懇談会の議論を経て、「足立区多文化共生推進計画」が05年 3

月に策定されました。

この計画には、4つの柱があります。コミュニケーション支援、生活支援、多

文化共生の地域づくり、多文化共生施策の推進体制整備の4本で、区政の各分野

にわたる57の施策が盛り込まれております。その中で「日本語ボランティアグ

ループの組織強化、交流」については8つあります重点項目の中のひとつとなっ

ております。外国人にとって、日本語だけでなくて日本で生活する上でのさまざ

まな習慣なども教えてくれる日本語ボランティアグループの存在というものはと

ても大きいとしております。
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それからマンスフィールド財団フェロー。これは米国の政府職員に対して1年間

ワシントンD.C.で行われる日本語研修の仕上げとして当協会で約1カ月間行う

プログラムです。その後研修生は日本政府の機関、国会、民間企業などで1年間

研修をします。また、イタリアのトリノ大学や豪州のモナシュ大学など現在は6

大学が、当協会での日本語授業をもって単位認定を行っています。この IJSPに

は06年度までで18カ国、38グループ、2,484人が参加しています。

在住者向けの日本語教室も含め、日本語授業を担当しているのは、専任講師で

ある私と石川県日本語講師会の24人です。講師会は81年に設立されて会員数が

24人、教育歴が20年以上の方が3人、15年以上の方が7人など、非常に経験豊

富な方が多いです。入会資格も経験が問われるなどかなり厳しいものとなってお

ります。

こうやって見ていただくと、県の協会の日本語教育プログラムとしては歴史も

長く、規模の大きなものであるということがお分かりいただけると思います。そ

して、石川県国際交流協会の日本語教室の運営方法やカリキュラムは、石川県内

の他地域のモデルとして機能している場合も見られるようです。

■東京都足立区

野山 続いて、東京都足立区の現状についてこちらの方から少し先にご紹介して

おきたいと思います。足立区は、今回言われている分散地域とはまた少し違う状

況のところですが、区全体からすると、ちょうど集住地域と分散地域の両方の特

徴を少しずつ持ちながら動いている地域のひとつです。その中で区民課に多文化

共生という担当ができている数少ない区です。鈴木さん、よろしくお願いします。

鈴木圭子 足立区区民課の多文化共生担当の鈴木です。足立区の日本語ボランテ

ィアグループの取り組みということでお話をさせていただきたいと思います。今

日は、皆さんと一緒に勉強するつもりでやってまいりました。よろしくお願いい

たします。

まず、足立区の日本語ボランティアグループですけれども、大変歴史が古い。

一番古いところでは21年目になります。どうしてそんな古い歴史があるかとい

うことについては、後ほどお話をさせていただきたいと思います。

足立区の特徴ですが、外国人の数が非常に多いということが挙げられます。大

阪の生野区、東京都新宿区、静岡県浜松市に次いで全国で第4位です。区の人口
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